
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

幸山市長の「次期市長選不出馬」表明を受けて 
日本共産党市議団の見解 

幸山市長は、6 月 3 日、次期市長選挙への不出馬を表明しまし

た。不出馬の理由として、「多選批判」を持ち出し、「議会や市職

員との緊張感がなくなった」ことなどを挙げています。 

しかし、根底には、民間の桜町再開発に参加して 400億円もの

血税を投じる MICE 施設建設に見られるような「市民不在の市政

運営」の結果生じた、市民や市職員との信頼関係のかい離にある

のではないでしょうか。 

 日本共産党は、市民の利益を守る立場から、産業文化会館の解

体や大型ハコ物建設のムダづかいを徹底的に批判し、小中学校へ

のエアコン設置や市営住宅など身近な公共施設改修や住宅リフ

ォーム助成制度の実現、国保料引き下げ、子どもの医療費中学 3

年生までの無料化など、対案を示して頑張ってきました。 

秋の市長選挙に際しては、「市政転換のチャンス」ととらえ、

最大の争点として大型ハコ物建設である「MICE 施設建設の中止」

「大型ハコ物建設から市民の暮らし優先の市政への転換」を掲

げ、広範な市民のみなさんとこれまでの政党支持の違いをこえ

て、候補者を擁立し、力を合わせて闘う決意です。 

保守王国熊本県でも、「市民が主人公」の新しい流れ 
熊本県内でも、益城町や和水町では、住民運動の力を背景に、

現職を破り、新人首長が誕生しました。熊本市においても、市民

が力を合わせれば、「市民本位の市政への転換」は実現できます。

市民のみなさん、ご一緒に力を合わせ、市民の願いの通る当たり

前の市政を実現するために、力を合わせましょう。 
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 ６月２日、共産党市議団は、安倍政権

のもとで大きく変えられようとしている

教育委員会の制度について、岡教育長に

党の提言を届けるとともに懇談を行いま

した。 

 現在審議されている教育委員会悪法

は、本来国や首長から独立した教育委員

会を、国と首長の支配下に置こうとする

など重大な内容が含まれています。 

 懇談では、教育への政治介入強化は許

されないこと、侵略戦争美化の「愛国心」

教育の押し付けは許されないこと、過度

な競争主義を持ち込まないことなどを求

めた党の提言について意見を交わしまし

た。岡教育長は、「法律が成立し

たとしても、子ども第一とのこれ

までやってきたことを変えるこ

とはない」と述べました。 



 熊本市でも住宅リフォーム助成制度を 
実現し、地域経済の振興を！ 

 宇土市の住宅リフォーム助成事業が、「カネ循環地元に投資効果」と地元紙で

大きく報道されました。同市では、地域経済振興と定住強化を狙い2012年度か

ら導入。14年度は 1000万円を予算化し、更に 6月議会では増額の予定。費用

の 2割（上限 20万円）を市内約 100店舗で利用できる商品券で助成（財源の半

額は国の社会資本事業交付金）し、市民や事業者にも好評とのことです。 

住宅リフォーム助成事業は、県下 10 市で実現され、宇土市に続き、菊池市・

宇城市が「商品券」支給する等、地域振興への様々な工夫が行われています。 

幸山市長は、住宅リフォーム助成は「個人資

産の形成になる」「現在の制度活用」と拒否！ 
日本共産党市議団は、先進地（都城市、佐賀市、鹿児島市、大牟田市）の調

査を行い、2003 年（Ｈ15）から議会の度に、幸山市長に「住宅リフォーム助成制

度の実現」を迫ってきました。また、市議会経済委員会でも全国自治体での住宅

リフォーム助成制度の視察を行い、議会としての理解・賛同も広がっています。 

宇土市など県内各市では、日本共産党の提案を受け、「良いものは良い」と

「住宅リフォーム助成制度」を実現しています。 

しかし、幸山市政の下では、「個人資産の形成になる」「介護保険住宅改修あ

るいは、障がい者住宅改造、戸建て木造住宅耐震改修など現行制度の利用促

進する」と繰り返し述べるばかりで、実現する気がさらさらありませんでした。 

桜町再開発会社への 100億円の補助金を 

やめ、住宅リフォーム助成制度実現を！ 
幸山市長は、住宅リフォーム助成制度については、「個人資産の形成になる」こ

とを理由に、実現を拒否し続けてきました。一方では、桜町再開会社による 1 地

権者での「個人資産形成」「利潤追求」の再開発には、100 億円もの補助金を出

す計画を進めています。日本共産党は、複数の地権者の高度利用を目的とする

再開発事業の目的にも反する「脱法的な補助金」として、追及しています。 

安倍政権の進める消費税８％増税や年金削減などで、市民や事業者の暮ら

しも大変です。ムダづかいを止めさせれば、熊本市でも住宅リフォーム助成制度

を実現することができます。 

ＭＩＣＥ施設をバラ色に描く「市政だより」 
市政だより 6 月号では、4・5 面で、桜町再開発・花畑広場つくり等について、

～熊本城と庭つづき『まちの大広間』～と紹介しています。 

400 億円もの事業費やランニングコストは示さず、県民百貨店を追い出す結

果になっているにもかかわらず、「ＭＩＣＥ施設整備」や桜町地区再開発事業を

バラ色に描き出しています。「ＭＩＣＥ施設の効果」を持ち上げています。 

●交流人口の増加や中心市街地の活性化 

●地域産業へ及ぼす経済効果・雇用創出効果 

●国際会議や大規模学会などの開催による都市の知名度向上 

熊本市が 5区で開催した説明会では、反対意見が続出しました。 

市政最大の投資計画であり、「ご理解をください」との一方的な説明会だけでな

く、住民投票で事業推進の可否を問うべきではないでしょうか。 

市民には「市税の滞納処分」を強化 

自動車の差し押さえなどを推進 
 市政だより 3 面では「市税滞納処分を強

化しています」と、自動車の差し押さえ（タイ

ヤロック）の写真（右写真）を掲載していま

す。「滞納処分とは、市が滞納者の財産を

差押えすることです。市税を滞納している場

合、裁判所へ訴える必要はなく差押えでき

ます」と記載し、「財産差し押さえの実績や

家宅捜査やインターネット公売を紹介してい

ます。 

  

分割や減免などの「市税納付相談」の紹介を！ 
市議団への相談でも、失業、廃業、病気などにより、市税を払いたくとも

払えないケースも増えています。「払わないのが悪い」と一方的に決めつけ、

財産の差し押さえや家宅捜査で、恐怖心をあおるのではなく、分割納付や

減免制度など「納付相談」の紹介を行うべきではないでしょうか。 

同時に、市民の税金の使い方も問われています。全国に例をみない、民

間 1地権者の桜町再開発会社に 100億円もの補助金を出すなどの理不尽

な税金の使い方は、市民の納税意欲を削ぐことにつながります。 

 


